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１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞

④ 組　織

＜組織体制＞

（２）

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

実施していません。

 イ　指定管理者制度 実施していません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 実施していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

実施していません。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

実施していません。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

66円/㎥

　美唄市においては、水道事業、工業用水道事業、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、個別排水処理施設整備事業を一体的な『上下水道課』として組織し、経営の
効率化および水処理技術の高度な共有・継承を図っています。職員は5事業の業務を兼務し、課全体として包括的な水管理体制を構築しています。

団 体 名 ：

これまでの主な経営健全化の取組

美唄市

工業用水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 930 ㎥／日

基本料金 超過料金

給 水 先 事 業 所 数

S55年12月20日～ 33円/㎥

管 路 延 長

改定年月日

S55 年 12 月 20 日

計 画 期 間 ：

1

～

S56 年 3 月 31 日

水 源

美唄市工業用水道事業経営戦略

事業の現況

基本使用水量（契約水量）33円、超過水量　66円　（外税）
政策として企業誘致を目標にしているため、料金改定は考えていない。

28.8

千ｍ

契 約 水 量 9300

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　ダム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

契 約 水 量 282

一 日 平 均 配 水 量 193

浄水場設置数

配水池設置数

1

供 用 開 始 年 月 日

11

事 業 名 ：

別添３－１

上下水道課

業務係 事業係

1



（３） 経営分析

90.3%経 常 収 支 比 率 　(R6) 104.3% (R5) 105.7%

料 金 収 入 　(R6)　　 3,810　　千円　             (R5)        4,110  千円　            (R4)       3,635　千円（R4は免税事業者のため税込み）

純 損 益 　(R6)　   3,134　 　千円　            (R5)   △18,607　千円　　　　　　 (R4)　△50,194　千円

現 在配 水 能力 に 対 する
契 約 率

　(R6)　　 28.2 ％                  　 (R5)      28.2％                        (R4)              28.2％

       (R4)

　(R6)　　　7.1％　 　　　　　　　　　(R5)　   　9.5％ 　　　　　　　　　  (R4)　　        　　8.0％ 

現 在配 水 能力 に 対 する
施 設 利 用 率

　(R6)     20.8％　　　　　　　　　　 (R5)　   20.0％　　　　　　           (R4)     　　　　16.1 ％

料 金 回 収 率

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

　配水能力に対し契約率が28.2％とほぼ3/4が遊休状態となっている。
　施設利用率が20.8％で設備の8割が稼働しておらず、過剰設備で効率性にかけている。
　料金回収率は7.1％と維持管理費すら賄えておらず、現金不足分を一般会計からの繰入金で経営している。
　稼働開始後40年以上経ち、施設の更新時期を迎えているが、事業の継続を含め検討しなければならない。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

令和8年1月現在は11社11事業所で契約水量282㎥となっているが、令和8年4月において減水申込事業者1社△15㎥があり、稼働開始予定の事業者から令和8年度60㎥、令和9年
度60㎥増加、令和10年度120㎥増加の事業相談を受けているため、水需要の増を見込む。

組織の見通し

水需要の予測

上記水量予測に基づき
令和 8年度契約水量327×365×33円＋超過水量740×66円＝3,987千円
令和 9年度契約水量387×365×33円＝4,661千円
令和10年度契約水量487×365×33円＝5,865千円
以降同額を見込む

稼働開始後40年以上経ち更新時期を迎えているが、料金収入で維持管理費すら賄えていない現状では投資効果は期待できず、縮小又は計画的廃止が見込まれる。
ただし、浄水場の計測機器等は水道事業と共用しており、法定耐用年数を大幅に超えて使用していることから、水道事業のアセットマネジメント計画に基づき更新する。

目 標

多目的ダムである美唄ダムは北海道が管理運営を行っており、工業用水道事業は事業費の9.2％の負担金を払う事業となっている。毎年事業
費81,500千円（負担金約7,500千円）を予定している。
また、令和6年度に開通した道道美唄富良野線には一部未整備区間があり、令和8年度から令和10年度にかけ道路改良工事が予定されてい
る。現在埋設されている導水管が工事に支障をきたすため、移設補償工事を実施する。
浄水場の計測設備について、水道事業と共用しており、法定耐用年数を大幅に超えて使用していることから、水道事業のアセットマネジメント計
画に基づき更新する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

料金収入の見通し

施設の見通し

稼働開始後40年以上経ち施設の老朽化は激しく、更新となると浄水場で約40億円、導水管で約27億円ほどかかる試算が出ている。企業を誘致し経済波及効果が及んだとしても費
用に見合う収入を得ることは難しく、投資効果は期待できない。そのため、現状の施設を修理しながら可能な限り延命を図り、使用不能となった時点で事業を廃止する方向で協議を
進めるか、あるいは事業存続を前提に、あらゆる選択肢の中から最適な方向性を検討する必要がある。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

工業用水道事業は事務職員1名で運営している。規模が小さくても調査報告等一定の事務量があるため、これ以上の削減は難しく、現状維持を図る。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

【人件費】
令和7年度決算見込みに物価上昇率3％を乗じて推計している。
【減価償却費】
既存施設の毎年度の減価償却費と、投資予定の事業費に耐用年数から算出した減価償却費を加算し推計している。
【経費】
修繕費は過去３年間（令和4～6）の実績の平均値に物価上昇率3％を乗じて推計している。
その他の経費は令和7年度決算見込みに毎年度物価上昇率3％を見込んで推計している。

【給水収益】
水需要の予測に基づき令和 8年度3,987千円、令和 9年度4,661千円、令和10年度5,865千円、以降同額を見込む
【企業債】
建設改良費の100％を充当すると推計している。
【一般会計補助金】
現金不足が生じないように繰入金を推計している。

目 標

【料金回収率の向上】
　令和7年度の料金回収率は7.6％の見込であるが、令和8年度7.8％、令和9年度9.0％、令和10年度以降11.6％を見込む。今後も更なる経費の
削減に努め、料金回収率の向上を図る.

②　収支計画のうち財源についての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

実施していません。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

廃止するにあたっての検討事項
①工業用水を利用している企業への給水を水道に切り替える必要が生じるが、その工事費用をどのように捻出するか。
②水道料金との差額負担をどうするか。
③美唄ダム負担金をどうするか。
④残っている企業債償還金の支払をどうするか。
等、課題は山積している。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）
施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

実施していません。

そ の 他 の 取 組 実施していません。

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

令和7年度の決算見込に物価上昇率3％を乗じて推計しているが、今後も競争入札を活用した経費の抑制に努
める。

過去3ヶ年の平均値を元に物価上昇率3％を乗じて推計している。継続的な修繕を行うことで突発的な大規模修
繕の抑制に努める。

令和7年度の決算見込に物価上昇率3％を乗じて推計している。

令和7年度の決算見込に物価上昇率3％を乗じて推計している。今以上の職員の削減は業務に支障が生じるこ
とから、職員数は現状維持としつつ、業務の効率化を図ることで、経費の抑制に努める。

繰 入 金

検討中。

投資・財政計画は毎年度の決算が確定した段階で計画値と決算値の差異を検証する。また、概ね5年を目途に見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

実施していません。

施 設 の 共 用 化 開始当初から水道事業と一部供用。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 実施していません。

今回作成した投資・財政計画に基づき、建設改良事業に必要な財源として借り入れる。

現金不足が生じないように繰入れる。

実施していません。

そ の 他 の 取 組

政策として企業誘致を目標にしているため、料金改定は考えていない。
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